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要旨 本稿は人身侵害、なかでもじん肺被害による損害賠償請求訴訟における消滅時効
や除斥期間の起算点解釈についての判例法理の動向を紹介し、近年ドイツ民法やヨーロ
ッパ契約法原則の時効規定において実現した消滅時効法における契約責任と不法行為
責任の競合から統一への流れも踏まえて、消滅時効・除斥期間の立法上・解釈上の諸問
題を検討するものである。 
 
Ⅰ はじめに 
我が国において、不法行為による損害賠償請求権は、「被害者又はその法定代理人が損
害及び被害者を知った時」から「３年間」で「消滅時効」にかかり（民法724条前段）、
「不法行為の時」から「20年間」で判例1上「除斥期間」が適用される（同条後段）。一
方、契約関係から債務不履行となり、損害賠償請求権が発生した場合（415 条）は、一
般債権として「10年間」で「消滅時効」にかかり、起算点は「権利を行使することがで
きる時」とされる。 
では、もし、一つの事実が上記の両責任の要件を充たし、損害賠償請求権が発生した
場合にどのように考えるか。仮に両方の請求とも提起できる―少なくとも現在の実務は
原則そう考えている―として、両体系の消滅時効・除斥期間制度（以下、「期間制限制度」
と言う）は解釈上どのような動きを見せるのか。更に、そこから見えてくるものは何か。 
本稿に与えられた課題は、損害賠償請求権の期間制限制度について、債務不履行と不
法行為の関係という従来からの問題を媒介に、その動向を明らかにすることである。そ
して、具体的な検討材料として、人身侵害、なかでも近年裁判上で争われている「じん
肺」による損害賠償請求訴訟を取り上げたい。 
 
Ⅱ 前提問題 
１ 安全配慮義務と期間制限制度 
1975年、自衛隊員Aが隊内の車両整備工場での車両整備中に同じく隊員Bの運転す
る大型自動車に轢かれ死亡したことにつき、Aの両親X₁とX₂が国Ｙに対し損害賠償請
求した事案において、最高裁は、Ｙは公務員に対し、給与支払義務だけではなく、「国が
公務遂行のために設置すべき場所、施設もしくは器具等の設置管理又は公務員が国もし
くは上司の指示のもとに遂行する公務の管理にあたって、公務員の生命及び健康等を危
険から保護するよう配慮すべき義務（注―波線筆者。以下同じ）」、すなわち、「安全配慮
義務」を負うと判示した（最三判昭和50年２月25日民集29巻２号143頁。以下、「昭
 3
和50年判決」と言う）。 
その後、この「安全配慮義務」という法理は、昭和50年判決が、「安全配慮義務は、
ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に入った当事者間において、当該法律
関係の付随義務として当事者の一方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務として
一般に認められるべきもの」と説いたのと符合して、裁判上、国・自治体と公務員の関
係だけではなく、民間の雇用契約2（民法 623条）や請負契約3（民法 632条）私立学校
の在学契約・国公立学校の在学関係4等といった法律関係においても認められており、安
全配慮義務の違反を肯定した判決は枚挙に遑がない5。 
周知の通り、安全配慮義務が生み出された背景には民法上の期間制限制度の問題があ
った。すなわち、昭和50年判決の事案では、Ｘ側は初め自動車損害賠償保障法（以下、
「自賠法」と言う）３条に基づき損害賠償をＹに求めたが、Ｘ側の請求が遅れたため不
法行為による損害賠償請求権の期間制限について定めた民法724条前段の消滅時効期間
「３年」を徒過していた6。そこで、最高裁は安全配慮義務の法理を認めた上で、その違
反に基づく損害賠償請求権の消滅時効については、国の金銭債権に関する権利義務関係
の消滅時効規範である会計法30条の時効期間「５年」ではなく、不法行為規範と同じく
私法（民法）上の体系に属する一般債権の消滅時効期間である「10年」（167条１項）適
用するとしたのである7。 
以上のことから、①安全配慮義務の法理は不法行為責任（民法709条以下）ではなく、
債務不履行（契約）責任（民法415条）の一種として捉えられること、②①のように解
したのは、不法行為責任の短期消滅時効（民法724条前段）の時効期間ではなく、債務
不履行責任、言い換えれば一般債権の消滅時効（民法167条１項）のそれを適用したほ
うが債権者（被害者）に有利だからということ8が理解できる。 
２ 債務不履行と不法行為―請求権競合― 
しかし、安全配慮義務違反が問題となる事例は、昭和50年判決にもあるように、生命
及び健康といった法的利益（ドイツ法で言うところの「完全性利益（Integritatsinteresse）」）
であり、安全配慮義務の属する契約責任体系だけでなく、不法行為責任体系からも損害
賠償請求が法的には可能である（昭和50年判決でも、初めＸ側は不法行為責任体系によ
り、控訴審から契約責任体系によって損害賠償請求をしている）。そうすると、安全配慮
義務の法理は、債務不履行と不法行為の関係如何という問題（いわゆる請求権競合論9）
にまで波及することになる。そして、そもそも安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求
権に民法 167 条１項を適用することの妥当性10も含め、請求権が競合するような事例で
期間制限規範を如何様に解するかが重要な問題となってきたのである11。 
 
Ⅲ じん肺事例における期間制限の起算点の接近 
そんな中で近年、炭鉱勤務によりじん肺に罹患するという労働災害の事例で、債務不
履行責任と不法行為責任の各期間制限制度の起算点の解釈について興味深い判決が最高
裁により下された。次にそれらの判決を見ていくことにしよう。 
１ 長崎じん肺訴訟最高裁判決 
（１）事実 
本件は、炭鉱開発・経営会社Yが経営していた長崎県内の各炭鉱（既に閉山）の従業
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員として粉じん作業に従事し、じん肺に罹患した患者63名の本人又は相続人Xらが、Y
に対し、雇用契約上の安全配慮義務の不履行に基づく損害賠償を請求したものである。 
（２）第１審判決 
第１審（長崎地佐世保支判昭和 60年３月 25日判時 1152号 44頁）12は、Yの安全配
慮義務の不履行を認めた上で、Yが援用した民法167条１項の10年の消滅時効に関し、
安全配慮義務の性質を「本来の給付義務に付随するがその内容を成すものではない」と
し、更に、じん肺の発症までの長期の潜伏性と病変の不可逆性からして、「遅くとも本来
の給付義務の履行請求可能な最終時である退職時から時効期間たる 10 年以上を経過し
たのちに発症したときは、損害賠償請求権の行使の機会はまったく失われる」ので、「安
全配慮義務の不履行による損害賠償請求権が本来の給付義務と共に消滅すると解すべき
ではない」とする。 
しかし、判旨は続けて、「本件損害賠償請求権は債務関係上の損害賠償請求権であるの
で民法 166条、167条の適用を受けるものと解すべきである」とした上で、その起算点
である権利行使可能時を「権利行使をするにつき法律上の障害がなくなった時」、すなわ
ち「本件にそくして言えば損害が発生したことを債権者において認識し又はその可能性
がある時」と解した。また、発生した損害と牽連一体をなす損害で、損害発生当時予見
可能なものは、「その範囲にある損害について権利行使が可能であるので時効が進行す
る」とした。 
その上で、本件でXらがじん肺への罹患を確定的に認識したのは、じん肺の症状に関
する新旧じん肺法による行政上の決定を知った時であり、かつ、各人にとって最も重い
各行政上の決定を知った時にはすでにじん肺についての知見がXらにも普及し、じん肺
に罹患すれば死に至るかもしれないとの認識があるか、認識が可能であったと認定して、
本件における具体的な起算点を、Xらが「口頭弁論終結日から遡ってみて各人にとって
最も重い行政上の決定を受けた日、すなわち最終行政決定の日をもって死亡を含む損害
について予見可能であったとみるべきであり、右各行政決定の日又はその通知書の日付
のいずれか遅い日」とした。そして、Xらのうち20名につき消滅時効の完成を認めた。 
（３）原審判決 
XらとYの控訴を受けた原審（福岡高判平成元年３月31日判時1311号36頁）13は第
１審に引き続きYの安全配慮義務不履行を認めたものの、消滅時効に関しては、まず安
全配慮義務の性質と適用条文について第１審判決と同様の見解を示した上で、起算点に
ついては、「権利を行使するにつき法律上の障害がなく、さらに権利の性質上その権利行
使を現実に期待することができる時」と解し、「本件に即していえば、安全配慮義務違反
による損害が発生した時、すなわち、第１審原告ら元従業員のじん肺罹患の症状が現実
化、顕在化した時（発症の時）」とした上で、より具体的には、「当時の医学的知見のも
とで、じん肺の有所見の診断が可能な程度の症状が発現し、かつ、じん肺に罹患したこ
とが客観的に確認された時」、すなわち、Xらがじん肺に関する「最初の行政上の決定を
受けた日」と解し、第１審判決とは異なる判示をして、第１審よりも多い30名の消滅時
効完成を認めた。 
なお、消滅時効の起算点について、民法724条前段の規定を類推適用すべきとするX
側の主張、及び、Yの商事消滅時効商法522条（５年）の適用又は類推適用の主張は、
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当該判決では排斥された。 
これに対し、XらとY共に上告14。 
（４）判旨 
最高裁第三小法廷（最三判平成６年２月 22日民集 48巻２号 441頁15）は、まず「雇
用契約上の付随義務としての安全配慮義務の不履行に基づく損害賠償請求権の消滅時効
期間」について、昭和50年判決を引用して民法167条１項の適用を、更に、その起算点
は民法166条１項の適用を認める。そして、「一般に、安全配慮義務による損害賠償請求
権は、その損害が発生した時に成立し、同時にその権利を行使することが法律上可能と
なるというべきところ、じん肺に罹患した事実は、その旨の行政上の決定がなければ通
常認め難いから、本件においては、じん肺の所見がある旨の最初の行政上の決定を受け
た時に少なくとも損害の一端が発生したものということができる」とする。 
 しかし、それに続いて判旨は、「このことから、じん肺に罹患した患者の病状が進行し、
より重い行政上の決定を受けた場合においても、重い決定に相当する病状に基づく損害
を含む全損害が、最初の行政上の決定を受けた時点で発生していたものとみることはで
きない」と言う。その理由として判旨は、「じん肺は、肺内に粉じんが存在する限り進行
するが、それは肺内の粉じんの量に対応する進行であるという特異な進行性の疾患であ
って、しかも、その病状が〔じん肺法上の行政上の決定の―筆者注〕管理２又は管理３
に相当する症状にとどまっているように見える者もあれば、最も重い管理４に相当する
症状まで進行した者もあり、また、進行する場合であっても、じん肺の所見がある旨の
最初の行政上の決定を受けてからより重い決定を受けるまでに、数年しか経過しなかっ
た者もあれば、20年以上経過した者もあるなど、その進行の有無、程度、速度も、患者
によって多様であることが明らかである。そうすると、例えば、管理２、管理３、管理
４と順次行政上の決定を受けた場合には、事後的にみると一個の損害賠償請求権の範囲
が量的に拡大したにすぎないようにみえるものの、このような過程の中の特定の時点の
病状をとらえるならば、その病状が今後どの程度まで進行するのかはもとより、進行し
ているのか、固定しているのかすらも、現代の医学では確定することができないのであ
って、管理２の行政上の決定を受けた時点で、管理３又は管理４に相当する病状に基づ
く各損害の賠償を求めることはもとより不可能である」ためだとする。そして、このよ
うなじん肺の病変の特質からして、「各行政上の決定に相当する病状に基づく各損害には、
質的に異なるものがある」ので、「重い決定に相当する病状に基づく損害は、その決定を
受けた時に発生し、その時点からその損害賠償請求権を行使することが法律上可能とな
る」として、「雇用者の安全配慮義務違反によりじん肺に罹患したことを理由とする損害
賠償請求権の消滅時効」の起算点は「最終の行政上の決定を受けた時」と解した（以下、
「平成６年判決」と言う）。 
そして、原審でのみ消滅時効が完成したとされたXら 10名（最初の行政上の決定を
受けた日から本訴提起日までは10年を経過していたものの、最終の行政上の決定から本
訴提起日までは10年未満であった）に関する部分が破棄差戻された。しかし、第１審と
原審共に消滅時効が完成したとされた 20名にかかるXら（最初そして最後の行政上の
決定を受けたから本訴提起日まで10年が経過）の上告は棄却された16。 
２ 筑豊じん肺訴訟最高裁判決17 
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（１）事実 
本件は、主に福岡県下の筑豊地区に存在した多数の炭鉱のうち、炭鉱経営企業Y₁ない
しY₆の直営の炭鉱又はY₁ないしY₆の下請企業の元従業員又はその相続人、更には経営
主体が既に事実上消滅しているY₁ないしY₆以外の経営する炭鉱の元従業員又はその相
続人であるXら（480名。上告時で176名）が、坑内外の各種粉じん作業に従事してじ
ん肺に罹患したと主張して、Y₁ないし Y₆に対して、安全配慮義務を理由として、更に
Y₇（国）に対し、直接の加害責任（石炭政策の決定及び遂行）並びに（鉱山保安法等の）
規制権限不行使という国家賠償法1条1項における過失責任を理由として慰謝料等を請
求した事案である。 
（２）第１審判決 
 第一審（福岡地飯塚支判平成7年7月20日判時1543号3頁）18は、Y₁ないしY₆の安
全配慮義務違反を認めた上で、消滅時効の起算点を具体的には平成６年判決と同様に「最
終の行政上の決定を受けた時」と解し、この起算点から10年の時効期間を経過していた
者については消滅時効の成立を認めた。 
一方、Y₇については、Y₇の直接の加害責任を認めず、規制権限不行使が法的作為義務
に違反し、違法であると判断されるほど著しく不合理であり、裁量権を濫用もしくは逸
脱したとまでは認められないとして、Xらの請求を棄却した。 
（３）原審判決 
XらとY₁ないしY₆19の控訴を受けた原審（福岡高判平成13年7月19日判時1785号
89頁）20は、やはりY₁ないしY₃の安全配慮義務違反を認め、更に消滅時効の起算点に
ついて平成６年判決と同様「最終の行政上の決定を受けた時」と解したのに加えて、じ
ん肺が原因で死亡した場合の損害賠償請求権の消滅時効の起算点については、「管理四の
行政上の決定を受けた場合であっても、じん肺を原因として死亡する医学的蓋然性は不
明であり、逆に、管理二又は管理三の行政上の決定を受けたにとどまるにもかかわらず、
これより重い行政上の決定を受ける前に、じん肺を原因として死亡することもあるから、
管理二ないし四の各行政上の決定を受けた時点では、じん肺を原因として死亡する蓋然
性を前提に損害の賠償を求めることは不可能なことといわなければならない」として、
じん肺を原因とする死亡に基づく損害も、各行政上の決定に相当する病状に基づく各損
害とは「質的に異なる」ので、具体的には「死亡の時」とした。 
そして、以上の具体的起算点によっても10年の時効期間が経過している３名の元従業
員について、「消滅時効を援用して、損害賠償義務を免れさせることは、著しく正義に反
し、条理にも悖るものというべきであり、債務者ら〔Y₁ないしY₃―筆者注〕の消滅時効
の援用は権利の濫用として許されない」とした。 
他方、Y₇については、直接の加害責任は否定したものの、遅くとも昭和 35年 3月の
じん肺法の成立に合わせて規制権限を適切に行使すべきであり、その権限の不行使は、
許容される裁量の限度を逸脱して著しく合理性を欠くとして、Y₇の規制権限不行使によ
る責任を認めた。そして、民法724条後段21の除斥期間の起算点について、「加害行為が
された時」では加害行為後長期間を経て初めて損害が顕在化する場合には、「被害者の救
済に悖ること甚だしく、極端な場合には、損害が発生する以前に、除斥期間が満了して
しまうという不当な事態さえ生じかねない」として、不法行為の時とは、「不法行為の構
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成要件が充足された時」、すなわち、「加害行為があり、それによる損害が、客観的に（被
害者の認識に関係なく）一部でも発生した時」であると解した。より具体的には、じん
肺の病変の特質に照らして、じん肺に罹患した患者の症状についての各行政上の決定に
相当する病状に基づく各損害及びじん肺を原因とする死亡に基づく損害は、「その各決定
あるいは死亡の時点において、それぞれの損害が発生したとみるべき」とし、除斥期間
の起算点を「最終の行政上の決定を受けた日あるいはじん肺を原因とする死亡の日」と
解するべきとした。 
これに対し、Y₁ないしY₃及びY₇が上告受理申立て22。 
（４）判旨 
 最高裁第三小法廷は、じん肺事例における安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権
の消滅時効の起算点について、平成６年判決を踏襲した上で、じん肺で死亡した場合の
損害賠償請求権の起算点は、「死亡の時」とした（以下、「平成16年①判決」と言う）。
その理由を判旨は、じん肺患者が「じん肺所定の管理区分についての行政上の決定を受
けている場合であっても、その後、じん肺を原因として死亡するか否か、その蓋然性は
医学的にみて不明である上、その損害は、管理二～四に相当する病状に基づく各損害と
は質的に異なるものと解されるから」だと述べた。そして、「これと同旨の原審の判断は、
正当として是認」できるとしてY₁の上告を棄却した（最判平成16年4月27日判時1860
号152頁）23。他方、国家賠償請求について同小法廷は、まず原審に引き続きY₇の規制
権限不行使による責任を認めた。そして、「不法行為の時」の解釈につき以下のように述
べた（本判決についての以下の番号付けは筆者による）。①「加害行為が行われた時に損
害が発生する不法行為の場合には、加害行為の時がその起算点となると考えられる」。②
しかし、「身体に蓄積した場合に人の健康を害することとなる物質による損害」や、「一
定の潜伏期間が経過した後に症状が現れる損害」のように、「当該不法行為により発生す
る損害の性質上、加害行為が終了してから相当の期間が経過した後に損害が発生する場
合」には、「当該損害の全部又は一部が発生した時が除斥期間の起算点となる」。③なぜ
なら、「このような場合に損害の発生を待たずに除斥期間の進行を認めることは、被害者
にとって著しく酷である」。また、「加害者としても、自己の行為により生じ得る損害の
性質からみて、相当の期間が経過後に被害者が現れて、損害賠償の請求を受けることを
予期すべき」と考えられるからである（以下、「平成16年②判決」と言う）24。 
以上の説示の後、本判決はじん肺による損害の性質は上記②の場合に当てはまると解
し、損害発生時を除斥期間の起算点とした。そして、「これと同旨の原審の判断は正当」
として、Y₇の上告を棄却した（最判平成16年4月27日民集58巻4号1032頁）25。 
（５）「損害の全部又は一部が発生した時」の意味 
以上のように、最高裁は、平成 16年①判決において、10年の消滅時効の起算点につ
いて、平成６年判決よりも更に進んで、「死亡の時」も含めることを認容した。 
では、平成16年②判決で最高裁が示した判旨②の場合における除斥期間の起算点、「損
害の全部又は一部が発生した時」とはじん肺事例において具体的には以下に解されるか。 
この点につき、当該判決の最高裁調査官解説が具体的に踏み込んだ見解を披露している。
すなわち、「本判決にいう『損害の全部又は一部が発生した時』とは、じん肺事件におけ
る具体的な適用として、『最初の行政上の決定時』を意味するのか、『最終の行政上の決
 8
定時（又は死亡時）』のことなのかが問題となり得る（略）。この点、管理区分二～四に
相当する病状に基づく各損害の質的な相違を根拠として『最終の行政上の決定時』を消
滅時効の起算点と認めた（略）〔平成６年判決―筆者注〕の趣旨は、除斥期間の起算点の
議論にも妥当するというべきであり（略）、後説の理解が正当であろう。本判決が、『最
終の行政上の決定を受けた日又はじん肺を原因とする死亡の日』を除斥期間の起算点と
して明示する原審の判断を『正当として是認することができる』としたのは、かかる趣
旨をいうものと理解される。これと同旨の判断を示した北海道じん肺訴訟控訴審判決〔後
述―筆者注〕に対して、被告国は、上記の問題を論旨とする上告受理申立てをしたが、
不受理決定で終わっている（略）。26」というものである。確かにこの見解によれば、「損
害の一部が発生した時」＝「最終の行政上の決定を受けた時」、「損害の全部が発生した
時」＝「じん肺による死亡の時」と考えられる27。そして、同じじん肺訴訟で起算点に
ついて「損害」に着目している点からしても、その法的性質が違うからと言って全く異
なった解釈をする妥当性はないと思われる。したがって、以上の見解の下、民法166条
1 項に定める安全配慮義務違反による損害賠償請求権の消滅時効の起算点である「権利
を行使することができる時」と民法724条後段に定める不法行為による損害賠償請求権
の除斥期間の起算点である「不法行為の時」が、じん肺事例という枠の中で解釈上一致
したということになる28。 
３ その後のじん肺訴訟判決 
以上のような判例の動きに素早く反応したのは、多くのじん肺訴訟を抱えた下級裁判
所であった。平成16年判決から数ヵ月後に出された「北海道石炭じん肺訴訟控訴審判決
（札幌高判平成 16年 12月 15日判時 1901号 71頁29）」では、国家賠償請求に関し、民
法724条後段の除斥期間の起算点について、平成16年②判決を引用し、その上で、各行
政上の決定に相当する病状に基づく損害とじん肺による死亡に基づく損害は「質的に異
なる」として、「除斥期間の起算点も最終の行政上の決定がなされた日ないしじん肺を原
因とする死亡の日」と解した。国側は上告したが、前述の最高裁調査官解説（Ⅲ２（３））
の通り棄却された。この点からも、じん肺訴訟における民法724条後段と同166条１項
の起算点の一致が裏付けられる。 
一方で、炭鉱での粉じん作業が原因ではないものの、トンネル建設工事によるそれに
よりじん肺に罹患した患者らが提起したいわゆる「トンネルじん肺訴訟」の東京地裁判
決（東京地判平成 18年７月７日判時 1940号３頁30）では、民法 724条前段の起算点の
一部である「損害を知った時」の解釈について、行政上の決定を受けた後にじん肺法に
定める法定合併症に罹患した場合もまた行政上の決定と「質的に異なる」として、「最終
の行政上の決定を受けた時または死亡時」だけでなく、最終の行政上の決定を受けた後
にじん肺法に定める法定合併症に罹患した場合は、「法定合併症の行政上の認定を受けた
時」を起算点と解した。 
 
Ⅳ 考察 
以上で見た判例の動きが意味するものは何か。以下、平成６年判決と平成16年①判決
について（１）、平成16年②判決について（２）、そして上記の三判決に基づき、損害賠
償請求権の期間制限制度について検討（３）を行う。 
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１ 平成６年判決と平成16年①判決について 
この両判決の意義は３つあると考える。すなわち、安全配慮義務違反に基づく損害賠
償請求権の消滅時効の起算点について、①民法 166 条１項の適用を認めたこと31、②当
該起算点の一般的な解釈を示したこと、③じん肺事例における当該起算点の具体的解釈
を示したこと、である（前述（Ⅲ１（４）とⅢ２（４））の両判決判旨の波線部分参照）。 
一般に、民法166条１項の起算点である「権利を行使することができる時」とは、債
権の弁済期といった「法律上の障害」がない場合とされ、権利者が権利の存在やその行
使の可能性を知らない場合は「事実上の障害」とされ、それによって時効の進行がやむ
ことはないとされる32。他方、民法 724 条前段は「損害及び加害者」の認識を時効進行
開始の要件としている点でその例外と言える。 
ただ、民法166条１項について上記の解釈を徹底すると、じん肺や水俣病のような遅
発性のある疾病の場合、損害が発生し賠償請求権を行使する時には時効期間が満了して
しまうおそれがある。更に、安全配慮義務違反を理由とした債務不履行に基づく損害賠
償請求は本来の債務（安全配慮義務）が転化したものにすぎないという見解から、その
消滅時効の起算点は本来の債務の履行を請求し得る時（じん肺事例では退職時）とする
見解も下級審ではみられ33、じん肺事例において被害者救済が消滅時効によって阻止さ
れる危険性が強まるのである34。 
そこで、平成６年判決は一般に安全配慮義務による損害賠償請求権を「その損害が発
生した時に成立し、同時にその権利を行使することが法律上可能になる」として、起算
点を「損害発生時」と解した。しかし、これをじん肺事例にあてはめると、平成６年判
決の事案の控訴審判決（Ⅲ１（３））のようにじん肺発症の時、すなわち「最初の行政上
の決定を受けた日」が起算点とされ、病変の動向が不明確であるというじん肺の特質か
らすれば、損害賠償請求のタイミングをはかりかねている間に消滅時効が成立するとい
う危険性がある。それゆえ、平成６年判決は前述の判旨を示し、具体的な起算点を「最
終の行政上の決定を受けた時」としたのである。 
もっとも、平成６年判決では、最終の行政上の決定を受けた時から損害賠償請求をし
ないまま10年以上後にじん肺により死亡した場合の対処は示さなかった。これを補填し
たのが平成16年①判決である。したがって、両判決は一体のものとしてみるべきであり、
じん肺事例における安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の消滅時効の起算点は、
「最終の行政上の決定を受けた時または死亡の時」と解されることになる。 
この結論自体は評価したい。しかし、この起算点の前段は、「行政上の決定」を要件と
しており、当該決定を受けていないが、医学的に診てじん肺と認められる場合の被害者
保護をどうするのか等検討すべき課題も残されている35。 
２ 平成16年②判決の意義 
当該判決については、既に別稿で記した36。そこで、本稿ではその要約を下記に記す。
①最高裁は、民法724条後段の「不法行為」という文言自体は「加害行為」と解して
いる。 
②当該規定の起算点は「原則→加害行為時、例外→損害発生時」というよりも、「加害
行為時と損害発生時が一致した場合→加害行為時、蓄積性・潜伏性損害のように損害
の性質上加害行為後相当期間が経過してから損害が発生する場合→損害発生時」とい
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うように場合によって変わるものと考える37。 
③判旨の理由部分から起算点解釈の背景には信義則にのっとった「権利行使可能性」
の重視が考えられ、除斥期間について信義則による援用制限を否定した最高裁判決38
は事実上破綻している。 
３ 損害賠償請求権の期間制限制度について 
次に、これまでみてきた判例をもとに損害賠償請求権の期間制限制度について検討を
行う。言い換えれば上記Ⅱ２で取り上げた「請求権競合」からみた期間制限制度の検討
である39。 
（１）期間 
この点、既にみたように、判例上安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の時効期
間は「10年」（民法167条１項）とされ、他方、不法行為による損害賠償請求権には「３
年」の時効期間と判例上「20年」の除斥期間が適用される（民法 724条）。前者におい
て一般債権の消滅時効期間が適用された理由が時効期間の「長さ」にあったことも既述
した。 
しかし、この「時効メリット」は二つの点で問題ではないかと考える。 
一つ目は、既述したように40実際に時効メリットが生かされるのは、じん肺のような
労災事例が大半であることである。もっとも、労災事例は一般の損害賠償請求よりも情
報量や損害発生の顕在化の点で被害者が不利になることが多いであろうから、期間の長
さだけ比べれば時効メリットには意義はあると思う。 
むしろ問題なのは二つ目だと考える。すなわち、学説上「３年」と「10年」の比較が
重視され、判例上除斥期間と解され中断等がないとはいえ、それらを上回る「20年」の
期間を有する民法 724 条後段の期間としての価値が余り重視されていない点である。
1970年代まで「20年期間」が裁判上で争点化される機会がなかった―「３年時効」が適
用される事例が大多数―という事情があると思われる41が、期間の長さだけなら10年の
２倍である。今日、この20年期間がじん肺のような労災事案で裁判上争われているとは
何と言う皮肉であろうか。もはや期間の長さのメリットは10年ではなく20年にあるの
である。但し、起算点が問題は残る。しかし、少なくともじん肺事例においては後述の
通り克服できると考える。 
期間というものは起算点と違い解釈が困難という厳格性を有している上に、その期間
が長いかどうかという価値観は人や立場によって異なる42。一方、学説上でも安全配慮
義務の存在意義とも関連して、請求権が競合する損害賠償請求権に「10年期間」を適用
することに疑問が投げかけられている43。期間論に関する更なる検討が必要であろう。 
（２）起算点 
起算点については、既に述べた通りじん肺事例における「権利を行使することができ
る時」と「不法行為の時」という客観的起算点は、判例により事実上統一されたといっ
てよく、じん肺のような人身侵害の事例で責任規範について解釈に差ができるというの
は、個人の尊重（13条）と財産権の不可侵（29条1項）を定めた憲法の視点からみても
問題があるように思われる。その意味でも、前述の期間制限の期間の違いは以下に説明
すればよいのか。例えば、当事者間に契約関係などの密接な法律関係がないため不法行
為責任しか請求できない人身侵害の事例との調整について検討しなければならないので
 11
はないか。 
ところで、客観的な起算点が統一されたということは、中断・停止規定や3年の短期
消滅時効の適用がない限りにおいて、期間の長い20年の除斥期間のほうが債権者にとっ
て有利だということになる。その意味で客観的起算点の接近は既述の時効メリット論の
転換を意味するのである。 
（３）規範の統一はなされるべきか 
以上のように人身侵害事例において各責任に別の時効規範を適用することには問題が
多いと思われる。更に、客観的起算点の接近は消滅時効と除斥期間という二つの期間制
限制度の接近をも意味する。実際に後述する（Ⅴ２）フランスの時効法草案では消滅時
効と除斥期間的性質を有する長期の上限期間の組み合わせとなっている。したがって、
立法による期間制限制度の―二重の意味での―統一は不可能ではないと思われる。 
しかし、そこではまず両制度の存在意義とその法的性質が問題となろう。特に除斥期
間の人身侵害による損害賠償請求権への適用の可否は相当慎重な検討が必要であろう。 
 
Ⅴ 欧州における期間制限制度の統一化 
一方、欧州では、債務不履行責任と不法行為責任の区別のない期間制限制度44の一元
化が進んでいる。最後にその動向を述べよう。 
１ ドイツ 
（１）債務法改正と消滅時効 
2002年１月１日、ドイツ民法典に関する「債務法現代化法」が施行され、民法典はそ
の制定から約 100 年の時を経て大改正された45。そして、その改正の対象には複雑化し
た規範を整理・統合する目的で、消滅時効法も含まれていた46。 
（２）改正の内容 
本稿に関連する事項についてのドイツにおける新しい消滅時効法と旧法との違いは、
以下の通りである。 
①通常の時効期間が30年（旧195条）から３年に短縮された（195条）。 
②これまで特別規定が設けられていた（旧852条47）不法行為による損害賠償責任（823
条以下）の時効期間も通常の時効期間に服することになった48。 
③通常の時効の起算点は、請求権成立の時（旧198条）から請求権が発生し（客観的
要件）、かつ債権者が、請求権を基礎づける事情並びに債務者が誰であるかを知り、ま
たは重過失によりそれらを知り得なかった（主観的要件）年の終了時となった。 
④③の起算点では主観的要件を充たさないと起算が開始しないので、「最長期間」を設
け、生命、身体、健康または自由の侵害に基づく損害賠償請求権については、行為、
義務違反またはその他の損害を発生させた出来事から 30 年で時効に服することとさ
れた。 
（３）我が国への影響 
さて、日本における「安全配慮義務」の法理は、雇用契約において使用者が労務給付
の場所、設備等につき労務者の生命及び健康に危険を生じないように注意する義務を負
うと定めるドイツ民法 618 条１項に由来するとされる49。ドイツでは当該規定から信義
則上の義務である「保護義務」を解釈上導き出し、その違反から損害賠償請求を認容し
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てきた。そして、旧法の下で、判例は保護義務違反に基づく損害賠償請求権に通常の時
効期間である旧 195 条を適用した50。このようなドイツ法の歴史は我が国の安全配慮義
務と消滅時効の議論のモデルと言ってもよい5152。そのドイツにおいて、二転三転の末53、
上記のような法規範により保護義務違反によるものであろうと、不法行為に基づくもの
であろうと人身損害賠償請求権の消滅時効規定を一元化したという事実は、債権法改正
委員会54が発足した我が国おいても強い影響力を持つものと思われる55。 
２ フランス 
フランス民法典における時効規定は、それが1804年に制定されて以来抜本的な改正を
受けずに今日まで来た56。現行の時効規定では契約責任と不法行為責任であろうと同じ
規範が適用される57。しかし、規定を現代化させるため、2005年９月 22日、「債務法改
正委員会」により時効法草案を含む「債務法改正準備草案58」が提出され、ドイツに続
いて改正が現実化している。 
以下、その内容をあげると、 
①普通時効期間を現行法の30年（2262条）から３年（改正草案2274条）に短縮する。 
②①の例外として、身体につき生じた損害の賠償を求める民事訴権等は10年の「特別
時効」に服する（改正草案2275条）。 
③事実上の起算点にあたるものとして、債権者が権利の存在または範囲を知らない時
は、時効は進行しないという時効停止規定が設けられた（改正草案2264条２項）。 
④①と②には、起算点、中断、停止等の如何にかかわらず債務の発生時から進行する
10年の「上限期間」が大枠として設けられた（改正草案2278条1項）。 
⑤但し、④にも例外があり、人道に対する罪に関しては時効がなく（改正草案 2278
条1項）、身体への侵害、野蛮行為による損害または環境破壊による損害の賠償訴権は
30年の上限期間に服する（改正草案2278条２項）。 
以上のように、この改正草案はドイツにおける時効法改正の影響を多分に受けている
ようである59。もっとも、本稿に関連して、仮にじん肺事例にこの草案を適用するなら
ば、②と③、そして⑤の後段部分であり、ドイツ法に比べ被害者保護の面では優れてい
るようにも思われる。 
３ ヨーロッパ契約法原則の影響 
以上のような欧州での期間制限制度の変化は「ヨーロッパ契約法原則60」の影響によ
るものだと考えられる。本原則の時効規定は、契約だけでなく契約外の債権にも適用さ
れるものとされ61、①一般的な時効期間が３年とされていること（14：201条）、②起算
点を損害賠償請求権は「債権発生の行為時」としつつも（14：203条（1））、債務者や債
権発生原因について知らない又は合理的にみて知ることができないならば時効の進行が
停止するという規定を有していること（14：301条）、③②の進行停止規定等にかかわら
ず、人身損害に関する債権は30年の上限期間に服すること（14：307条）等、明らかに
上記の各国の期間制限制度の動向に影響を与えているものと思われる。これは本原則の
第一の目的が「ヨーロッパ統一法典の起草作業に対して、ひとつの考えられる枠組みを
提示することにある62。」とされていることからすれば、当然とも言えよう63。 
 
Ⅵ 終わりに 
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ここまでじん肺事例を材料に現在の期間制限制度の動きを記した。 
以上の内容で判例を中心とした期間制限制度の動向をすべて伝えられたかは心もとな
いが、これをこのテーマについての甚だ不完全な一つのまとめとして、更に残された課
題―存在理由、損害との関係等―についての検討を開始したい。 
 
（せき・よしひろ 本研究科博士後期課程） 
 
1 最一判平成元年12月21日民集43巻12号2209頁。 
2 最三判昭和59年4月10日民集38巻6号557頁等。 
3 最一判昭和55年12月18日民集34巻7号888頁等。 
4 東京地判平成2年6月25日判時1366号72頁等。 
5 安全配慮義務についての裁判例や論考は膨大な数に上るが、それらを整理したものとして、下森定編『安
全配慮義務法理の形成と展開』（日本評論社、1988）、新美育文「安全配慮義務」山田卓生編『新・現代損害
賠償法講座第1巻総論』223頁（日本評論社、1997）、淡路剛久「日本民法の展開（3）判例の法形成―安全
配慮義務」広中俊雄ほか編『民法典の百年Ⅰ』447頁（有斐閣、1998）を挙げておく。 
6 自賠法４条により民法724条が適用される。 
7 柴田保幸「判解」『最高裁判所判例解説民事篇（昭和50年度）』68頁（法曹会、1979）〔下森編・前掲注（5）
所収、312頁〕では、「本件事故につき、Ｙに対し、自賠法上の損害賠償義務以外に右のような安全配慮義務
違背に基づく損害賠償義務を認めたことの実際上の意義は、主として（略）時効期間の点にある」と記され
ている。 
8 松本克美教授が言うところの「時効メリット」である（松本克美「時効規範と安全配慮義務」神奈25巻
２号（1989）〔時効と正義―消滅時効・除斥期間論の新たな胎動（日本評論社、2002）所収、16頁（以下、
本書の頁数を引用）〕）。同論文にもある通り、安全配慮義務が問題となった裁判例で時効メリットが現実化
されたものは、本稿で取り上げるじん肺事例を含む労働災害事例が大半である（16頁以下）。しかし、後で
みるように、じん肺事例のような遅発性損害では時効期間にもまして、起算点の解釈が重要なのである。 
9 請求権競合論については、四宮和夫『請求権競合論』（一粒社、1978）、奥田昌道「債務不履行と不法行為」
星野英一編『民法講座第4巻債権総論』565頁（有斐閣、1985）、大久保邦彦「請求権競合」山田編・前掲注
（5）191頁等を参照。 
10 この点における学説の動向については、新美・前掲注（5）248頁以下に詳しい。なお、請求権競合論に
おける具体的な消滅時効規範の適用の一例として、請求権規範の要件・効果の統合を主張（全規範統合説）
された四宮博士の見解につき、四宮・前掲注（9）100頁以下参照。 
11 判例のように請求権競合を是認して、責任体系別に規範が異なるという考えをとった場合でも、当該規範
をいかに解釈するかによって、想定されていた状況と異なっていくことはあり得る。本稿で取り上げるじん
肺事例の法解釈はまさにその好例なのである。 
12 本判決の評釈として、松久三四彦「判批」判評323号34頁（判時1170号196頁）（1986）等。 
13 本判決の評釈として、松本克美「判批」ジュリ942号98頁（1989）〔松本・前掲注（8）所収、305頁〕
等。 
14 このうち、Yの上告については棄却された（最三判平成６年２月22日労判646号12頁）。本判決はXら
の上告に対するものである。 
15 本判決の評釈として、倉吉敬「判解」『最高裁判所判例解説民事篇（平成六年度）』224頁（法曹会、1997）
等。 
16 その後福岡高裁は、差戻後控訴審判決（福岡高判平成7年9月8日判時1548号35頁）において平成6年
判決に従ったのであった。 
17 本判決については、植木哲＝関義央「じん肺訴訟における行政上の規制権限不行使に対する国家賠償責任
と民法724条後段の期間制限の起算点―筑豊じん肺訴訟国家賠償請求上告審判決―」本報告書第二部37頁
も参照されたい。 
18 本判決の評釈として、稲葉一人「判批」ひろば49巻2号42頁（1996）。 
19 このうち、Y₄ないしY₆については、控訴審係属中に関係するXらとの間で訴訟上の和解をした。 
20 本判決の評釈として、松本克美「判批」法時74巻10号97頁（2002）等。 
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21 不法行為の特則である国家賠償法に基づく損害賠償請求権の期間制限規定として、国家賠償法４条により
民法724条が適用される。 
22 このうち、Y₂とY₃は上告審係属中に関係するXらとの間で訴訟外の和解をし、上告受理申立てを取り下
げた。 
23 本判決の評釈としては、高橋眞「判批」判評553号37頁（判時1879号199頁）（2005）、石松勉「判批」
香川25巻1＝2号101頁（2005）等。 
24 平成16年②判決の判旨は、じん肺事例ではないが、最高裁において水俣病関西訴訟上告審判決（最二判
平成16年10月15日民集58巻７号1802頁）でも判示され、その後、B型肝炎訴訟上告審判決（最二判平
成18年6月16日民集60巻5号1997頁）では本判決が引用されるに至った。これらの判例については、植
木哲＝関義央「水俣病における健康被害に対する行政の規制権限不行使についての国家賠償責任の可否と民
法724条後段所定の除斥期間の起算点―水俣病関西訴訟上告審判決―」本報告書第二部45頁、及び拙稿「不
法行為による損害賠償請求権の除斥期間の起算点について―近時最高裁判決を題材に―」千葉大学人文社会
科学研究14号144頁（2007）参照。 
25 本判決の評釈としては、宮坂昌利「判解」曹時58巻11号3646頁（2006）、山本隆司＝金山直樹「判批」
法協122巻6号1092頁（2005）等。 
26 宮坂・前掲注（25）3678頁の（注29）。 
27 山本＝金山・前掲注（25）1126頁（金山執筆部分）。 
28 金山教授は、平成6年判決と同日に出された長崎じん肺訴訟第２事件（前掲注（14））の判旨に民法166
条１項の言及がなかったことに着目し、両判決は、「結局、損害概念との関係で起算点を決定しようという
態度を示すものである。言いかえれば、166条１項は安全配慮義務違反の場面においては独自の意味を持た
ないことを認めているのであ」り、だから第２事件判決では166条１項に全く言及しなくても済んだと言う。
そして、不法行為の要件充足による損害賠償請求権発生のメカニズムが働くのと全く同じことが、安全配慮
義務違反による損害賠償請求権の消滅時効の起算点判断においてもなされており、「それはあたかも724条
後段についても総則規定たる166条１項が適用される」のに等しく、「ここに、損害の概念を起点とする起
算点の判断構造の点で、時効と除斥期間には同一性が認められるのである。」と述べる（山本＝金山・前掲
注（24）1128頁）。これに関し、前述の長崎じん肺訴訟第１審判決（Ⅲ１（２））参照。 
29 本判決の評釈として、吉田邦彦「判批」判評567号18頁（判時1921号180頁）（2006）等。 
30 本判決については、松本克美「トンネルじん肺訴訟判決の意義」法セ623号4頁（2006）参照。 
31 もっとも、前掲注（28）参照。 
32 川島武宜編『注釈民法（5）』281頁〔森島昭夫〕（有斐閣、1967）。 
33 神戸地尼崎支判昭和54年10月25日判時943号12頁等。 
34 以上について、松本・前掲注（8）57頁以下参照。 
35 以上、松本克美「消滅時効と損害論―じん肺訴訟を中心に」立命268号（2000）〔松本・前掲注（8）所収、
249頁〕参照。期間制限制度の起算点と損害論の関係はいずれ別稿を期したい。 
36 拙稿・前掲注（24）153頁以下参照。 
37 この点、植木＝関前掲注（17）43頁では、共同執筆当時（2004年）のまま原則・例外によるものとして
いるが、現在において筆者個人は見解を改める。 
38 前掲注（1）判決。 
39 もっとも、正確には本稿で取り上げた平成16年判決のように請求権が競合しているように見える事例で
は、損害賠償請求の対象が使用者である企業と国とに分かれていることに注意。なお、安全配慮義務違反と
不法行為（民法715条、国家賠償法1条）による損害賠償請求で同一の被告に訴訟が提起され、両責任の期
間制限の起算点を違法行為時（損害発生も同時）とした例として、東京地判平成18年9月26日判時1945
号61頁参照。 
40 前掲注（8）。 
41 拙稿・前掲注（24）148頁。 
42 河上正二『民法総則講義』581頁（日本評論社、2007）参照。 
43 新美育文「『安全配慮義務』の存在意義」ジュリ823号104頁（1984）等。 
44 現行法上、以下に紹介する国の原則として日本のように損害賠償請求権を除斥期間にかからしめると解さ
ないので、議論は消滅時効についてのものである。 
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45 ドイツ民法改正の一般的説明として、半田吉信『ドイツ債務法現代化法概説』5頁以下（信山社、2003）
参照。 
46 ドイツの消滅時効法改正につき、半田・前掲注（45）55頁以下、片山英一郎「ドイツ消滅時効法」早稲
田大学大学院法研論集119号57頁（2006）参照。なお、本稿で取り上げているじん肺のような「人身侵害」
から発生する損害賠償請求権は、ドイツでは我が国とは異なり、消滅時効にのみ服するとされる。 
47 旧852条1項には「不法行為によって生じた損害の賠償請求権は、被害者が損害及び賠償義務者を知った
時から３年で、これを知ったか否かを問わず行為の時から30年で、消滅時効にかかる。」と規定されていた
（訳は、椿寿夫ほか編『注釈ドイツ不当利得・不法行為法』198頁〔青野博之〕（三省堂、1990）による）。 
48 半田・前掲注（45）58頁以下。もっとも、不法行為による損害賠償請求権は旧852条1項前段でも3年
の時効期間に服しており（注33参照）、後述の新しい起算点を踏まえても大きな違いは生じない。 
49 奥田昌道「安全配慮義務」石田・西原・高木還暦『損害賠償法の課題と展望』７頁（日本評論社、1990）。
ドイツ民法618条１項と我が国への影響に関し、鳩山秀夫『日本債権法各論』537頁以下（岩波書店、1922）、
我妻榮『債権各論中巻二（民法講義Ⅴ₃）』585頁以下（岩波書店、1962）参照。 
50 BGHZ49,77. 
51 ドイツにおいて保護義務が提唱されたのも不法行為における3年の短期時効の適用を回避するためだっ
たようである（奥田昌道『債権総論〔増補版〕』168頁（悠々社、1992）。 
52 我が国の民法における不法行為損害賠償請求権の期間制限規定（724条）もドイツ民法第一、第二草案及
びその先駆としてのプロイセン普通州法がモデルとされる（内池慶四郎「不法行為による損害賠償請求権の時効起算点
―被害者における認識の原理とその限界」法研44巻3号〔不法行為責任の消滅時効―民法724条後段論―（成文堂、1993）
所収、5頁〕）。 
53 消滅時効法改正過程の立法案の変遷については、半田吉信「ドイツにおける消滅時効法の改正作業（一・
二完）」千葉16巻3号1頁（2001）、4号45頁（2002）参照。 
54 同委員会については、同委員会のホームページ（http://www.shojihomu.or.jp/saikenhou/）参照。 
55 もっとも、我が国では、このようなドイツの時効法の改正は―特に通常の時効期間について―「ドラステ
ィック」であるとされており（半田前掲注（45）406頁、金山直樹ほか「時効の過去・現在・未来を語る」
判タ1251号5頁〔加藤雅信発言〕（2007））、既に3年の時効期間導入を否定する見解もある（半田・前掲注
（45）407頁）。 
56 その代わりに、特別規定を設けることが行われた。例えば、交通事故に関して契約外の民事責任の時効期
間を普通時効期間の30年から10年に短縮した（1985年7月5日法。フランス民法2270条－1条）。 
57 但し、いわゆる附帯私訴により、不法行為が同時に犯罪を構成する場合には、その不法行為に基づく民事
損害賠償訴権は刑事上の公訴時効に服する（松本・前掲注（8）116頁以下）。 
58 Avant-Projet de reforme du droit des obligations (Articles 1101 a 1386 du Code civil) et du droit de la prescription 
(Articles 2234  a 2281 du code civil) , Rapport a Monsieur Pascal Clement , Garde des Sceaux Ministre de la Justice , 22 
Septembre 2005 , http://www.justice.gouv.fr/publicat/rapport/RAPPORTCATALASEPTEMBRE2005.pdf. 以上の内容
を紹介した邦語文献として、金山直樹「時効」北村一郎編『フランス民法典の200年』513頁以下（有斐閣、
2006）、森田宏樹「裁判外紛争解決手続に対する時効中断効の付与」平井古希『民法学における法と政策』
186頁以下（有斐閣、2007）参照。本稿の著述もこれらによる。 
59 金山・前掲注（58）514頁、森田・前掲注（58）187頁。 
60 Ole Lando , Eric Clive, Andre Prum and Reinhard zimmermann (eds) , Principles of European Contract Law , Part Ⅲ
（2003）. 本原則の時効規範に関する翻訳として、同志社大学ヨーロッパ契約法研究会（訳）「ヨーロッパ契
約法原則・第3部 第14章・時効」同法57巻７号１頁以下、同58巻1号１頁以下、同58巻５号１頁以下
（すべて2006）。本稿の著述もこれらによる。 
61 Lando （et al. ,ed.）, supra note 60 翻訳として、同志社大学ヨーロッパ契約法研究会（訳）「ヨーロッパ契
約法原則・第3部 序文および概観」同法57巻2号19頁（2005）。 
62 同志社大学ヨーロッパ契約法研究会（訳）・前掲注（61）4頁。 
63 なお、欧州において大陸法と並ぶ法系であるコモン・ローの代表国イギリス（ここではイングランドとウ
ェールズ）でも時効法（出訴期限法）改正の動きが現実化している（The Law Commission , Limitation of Actions , 
Law Com No.270（2001））。現行法も含めたその動向は別稿を準備している。 
